
6. 陸閘 

6-1



6-2



6.陸閘 

6.1 総則 

総説 

本章は、東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震・津波対策として整備する水管理国土保全局所管

の陸閘の設計を実施するために必要な技術的事項をとりまとめたものである。

本マニュアルに記載がない事項については、関連基準と参考資料に従うこととする。

機能と構造 

陸閘は、河川・海岸堤防の一部として背後にある人命・資産を高潮、津波及び波浪から防護すると

ともに、陸域と海岸・河川への動線をつなぐことを目的として設置される施設である。

津波対策として新規に設置する陸閘では、施設の重要性、利用形態を考慮しながら構造上の工夫

を施すものとする。

解説 

陸閘は「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成 12年 1月」、「改訂新版 河川砂防技術基準(案)
同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10月」、「河川構造物の耐震性能照査指針 平成 24年 2月」、「海岸
保全施設技術上の基準・同解説 平成 16年 6月」に準拠した構造とする。
陸閘の構造は、動線としての機能を有し、高潮、津波から堤内地を安全に防護できる構造とし、

以下の構造に配慮する。

1．車両通行の有無
2．基礎地盤の条件（液状化、圧密沈下等）
3．地震の影響
4．陸閘下部、側部の土砂流動による土砂の吸出し（必要に応じ）
5．施工条件
6．その他

また、上記の他に津波防御施設として、以下の事項にも配慮した設計を行う。

1．津波による荷重条件（設計津波水位、水圧）
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適用の範囲 

本マニュアルは、レベル１津波堤防区間に設置する陸閘（レベル１津波対応施設）に適用する。

解説 

本マニュアルで対象とする陸閘は、レベル１津波堤防区間に設置される陸閘を対象とし、その

他区間の堤防に設置される陸閘は対象としない。

設計フローチャート 

陸閘の設計は、以下のフロ－に従い、検討を行うものとする。

図 6.1.1 設計フローチャート 

START 

基礎地盤の検討

基礎の設計

基本事項の決定（位置、敷高、断面等）

END 

構造設計 

レベル２耐震設計 

陸閘構造の決定
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6.2 基本事項 

位置 

陸閘の位置は、陸閘を設置する堤防の法線及び常時の利用形態（動線）ならびに地震時の避難経路

を考慮し、適切に配置する。

解説 

陸閘は、堤防法線に対して直角に設置することを原則とする。

陸閘位置の検討に際しては、地域の復興計画、周辺の漁港施設、地元（利用者）の意向等にも配

慮しながら、堤防計画と併せ検討する。

図 6.2.1 計画位置概念図 

敷高 

陸閘の敷高は、接続する道路高等を考慮し設定する。

解説 

陸閘の敷高は、接続する道路及び海岸施設の施設高を考慮し、車両の通行及び地震時の避難に

支障とならないよう設定する。

断面 

陸閘の断面は、施設の利用形態を考慮し、適切に設定するものとする。

解説 

車両の通行を考慮する場合には、対象となる車両の通行に支障とならない適切な断面を設定す

る。

車両の通行を考慮しない場合には、人が通行できる必要最小限の断面として適切な断面を設定

する。
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基本諸元 

陸閘の基本諸元は、本基準により設定した水位条件・必要断面等を考慮して適切に設定し、十分

な強度と耐久性を有する構造とする。

解説 

陸閘の各部材の基本的な諸元に関しては、「改定 解説・河川管理施設等構造令 平成12年1月」
及び「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10月」に示されている水門及び
樋門、本マニュアル“4. 樋門・樋管“、”5. 水門”を参考に決定することを基本とする。
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(1) 構造形式 

陸閘の構造形式は、十分な強度と耐久性を有する構造とし、陸閘の規模、施工性等を考慮し決

定する。

解説 

陸閘門扉形式としては表 6.2.1に示すものが考えられる。陸閘の規模や経済性、施工性に配慮
して選定する。

表 6.2.1 陸閘の門扉形式 

ゲート名称 設置場 所 設置目 的 水門扉の形式(標準) 

陸閘ゲート 河川，港湾部
の防潮

高潮，津波による
陸部への浸水防
止

・横引きゲート
・マイターゲート
・スイングゲート
・起伏ゲート
・ローラゲート
・スライドゲート

出典：「水門鉄管技術基準 水門扉編―付解説― 平成 12年 4月」p21 

陸閘上部工は開放型（通路上部が構造部材が無いもの）と門型（通路上部に梁部材があるもの）

があり、構造形式としてはＵ型、逆Ｔ型、重力式等がある。

利用性、経済性の他、景観にも配慮して、最適な形式を選定する。

(1)開放型・逆T型 

(2)門型・重力式 

図 6.2.2 陸閘の形式例 

格納部 門柱

門柱格納部 
カーテンウォール
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(2) 遮水工及び洗堀対策工 

陸閘には、必要に応じて適切な遮水工及び洗掘対策工を設けるものとする。

設置にあたっては、本施設と連続する堤防の構造と整合を図る。

解説 

内外水位差により、陸閘下部及び側壁の壁面に沿って流れる浸透流による土砂流動と土砂の

吸い出しを防止する必要がある場合には、遮水工を設ける。

遮水工の構造については、「樋門」及び「水門」に準じる。

また、洗掘対策が必要な場合には、適切な洗掘対策工を設ける。

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10月」、「柔構造樋門設計の手引
き 平成 10年 11月」による。

(3) 胸壁（傾斜堤の場合） 

胸壁は、本体と堤防間に沿う浸透水による土粒子の移動及び吸出しを防止するとともに、翼壁

の破損等による堤防の崩壊を一時的に防止する構造となるよう設計するものとする。

解説 

胸壁は、浸透経路長を長くし、本体と堤防間に沿う浸透水による土粒子の移動及び吸い出し

を防止するとともに、翼壁の破損等による堤防の崩壊を一時的に防止するためのものである。

胸壁は、本体と一体とした構造とし、かつ、土圧等に対して自立できるよう設計するものと

する。

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10月）」による。

(4) 翼壁（傾斜堤の場合） 

翼壁は、原則として本体と分離した構造として設計するものとする。

解説 

翼壁は、本体と分離した構造とするが、その継手は、可とう性のある止水板及び伸縮材を用い

て、構造上変位が生じても水密性が保持できるようにするものとする。

翼壁の平面形状は、水門の翼壁を参考にすることを基本とするが、接続する堤防の断面形状

及び陸閘の構造形式を勘案して決定する。

・「改訂新版 河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ 平成 9年 10月」による。
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(5) 基礎形式 

陸閘の基礎は、上部荷重を良質な地盤に安全に伝達する構造として基礎形式を選定するものと

する。

解説 

基礎形式には、直接基礎、杭基礎、ケーソン基礎、地盤改良基礎などがあげられる。

基礎形式は、事前の土質調査において、基礎地盤が軟弱地盤か、液状化地盤か、又は透水性

地盤であるかを把握し、支持層までの状態、支持層の状態、地下水の状態や施工条件等を踏ま

え選定する。

接続する堤防の基礎形式も考慮し、一連の基礎形式が異種形式となる場合、形式の違いにより

生じる挙動について留意する。

基礎形式は「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編 平成 24年 3月」を参考に、適切
な形式を選定するものとする。

表 6.2.2 各基礎形式の適用性の目安 

出典：「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編 Ⅳ下部構造編 平成 24年 3月」p613 

・「改訂新版 建設省河川砂防技術基準(案)同解説 設計編Ⅰ平成 9年 10月」による。
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(6) ゲート形式 

陸閘に設けるゲートは、確実に開閉し、かつ、必要な水密性を有する構造とするものとする。

解説 

陸閘に設けるゲートの形式は、ゲートの規模（径間、高さ、重量等）、ゲートの開閉速度、緊

急閉鎖機能の必要性、波浪・津波の影響、経済性などを考慮して選定する。

代表的な陸閘ゲート形式を表 6.2.1に示す。

・「ダム・堰施設技術基準（案） 平成 23年 7月」、「水門・樋門ゲート設計要領（案） 平成 13
年 12月」による。

(7) 操作室 

陸閘には、必要に応じて操作室を設けるものとする。

操作室は、陸閘本体工と同等の耐震安全性能を確保する。

解説 

陸閘操作室の耐震安全性は、当該陸閘本体工の耐震性能に応じ、下表により設定する。

表 6.2.3 参考：官庁施設に求められる耐震安全性（耐震安全性の目標） 

出典：「国土交通省 安全な暮らしを支える官庁施設の整備」
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(8) その他 

陸閘には、階段やタラップ、扉などの避難施設を設けるものとする。

解説 

非常時に、陸閘（ゲート）が閉鎖された状態の場合であっても、人が、海側から陸側に避難で

きる施設（階段、タラップなど）を設けることを基本とする。

ただし、陸閘周辺において、これに変わる施設や避難路が確保できる場合には、この限りで

はない。
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6.3 基礎地盤の検討 

液状化 

陸閘の基礎地盤については、「河川構造物の耐震性能照査指針 平成 24年 2月」に準拠し、液状化
の検討を行う。

陸閘の基礎地盤が液状化すると判定される場合には対策工の必要性を検討し、必要な場合には適

切な対策を講ずる。

解説 

陸閘の基礎地盤が液状化した場合には、基礎地盤の強度や支持力が低下し、陸閘本体の安定性

が損なわれる危険性があるとともに、底版下に空洞が発生し、津波襲来時にパイピング等の問題

が発生する危険性がある。

地質調査結果に基づいて基礎地盤の液状化判定を行い、液状化が生じると判定された土層につ

いては、その土質定数の低減や液状化後の地盤の圧密を適切に評価した上で基礎工の設計を行う

ものとし、必要に応じてその対策工を検討する。

液状化対策工の検討は、「深層混合処理工法 設計・施工マニュアル 改訂版 平成 16年 3月」及
び「打戻し施工によるサンドコンパクションパイル工法 設計・施工マニュアル 平成 21年 5月」
等を参考としてよい。

「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」による。
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p25 

6-13



出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p26  
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p27  
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出典：「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ.共通編 平成 24年 2月」p27 

圧密沈下 

陸閘の基礎地盤に圧密沈下層が存在する場合には、堤防盛土による周辺地盤の圧密沈下の影響を

適切に考慮するものとする。

圧密沈下の影響が陸閘に生じる場合には、必要に応じて適切な対策を講じるものとする。

解説 

基礎地盤に圧密沈下層（粘性土層）が分布している場合には、堤防盛土載荷により圧密沈下が発

生し、陸閘基礎への影響が生じる可能性がある。

陸閘基礎への影響としては、底版下の空洞化、基礎杭への負の周面摩擦力の作用、堤防と陸閘

との段差の発生などが考えられる。

軟弱地盤対策工は、「道路土工 軟弱地盤対策工指針 平成 24年 8月」、「河川土工マニュアル 平
成 21年 4月（p107,108）」等を参考とする。
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表 6.3.1 軟弱地盤対策工の種類と効果 
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表 6.3.1 軟弱地盤対策工の種類と効果（続き） 
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6.4 構造設計 

津波による荷重 

陸閘設計に用いる津波による荷重は、堤防のパラペットや胸壁と同様の水位及び波圧を考慮するも

のとし、設置場所に応じて設定するものとする。

解説 

陸閘設計に用いる津波はレベル１津波とする。

水位と波圧の扱いは、堤防のパラペットや胸壁と同様とし、設置場所（海岸）等に応じて設定す

る。詳細は、「2.6.3 レベル１津波対策区間における津波高と波圧」に示す。

荷重の組み合わせ 

陸閘設計に用いる荷重は、各々の施設状況に応じて適切な荷重ケースを設定するものとする。

解説 

陸閘の設計で考慮する荷重は、水門で考慮すべき荷重の組合せを参考に設定することを基本と

し、必要に応じて浮遊物の衝突荷重等を考慮する。

留意点 

陸閘の設計においては、「改訂新版 河川砂防技術基準（案）同解説 設計編Ⅰ 平成9年 10月」、
「柔構造樋門設計の手引き 平成 10 年 11 月」、「土木構造物設計マニュアル（案） 平成 13 年 12
月」に記載されている許容値等を用いるものとする。
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6.5 耐震性能照査 

適用基準 

陸閘の耐震性能照査は、レベル１地震動及びレベル２地震動を対象に実施するものとし、「河川構

造物の耐震性能照査指針 平成 24年 2月」に基づくものとする。

解説 

「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅰ共通編 Ⅳ水門・樋門及び堰編 平成 24年 2月」に
準じる。

津波及び地震に対する照査 

陸閘は、レベル 2 地震動に対して塑性変形を許容するが、その後に来襲する津波荷重に対しては
許容応力度内（割増し係数 1.5）に収まることを照査するものとする。

解説 

レベル２地震動により塑性変形した部材に対して作用する津波荷重については、部材の復元力

特性を完全弾塑性型と仮定し、部材の許容応力度内（割増し係数 1.5）に収まる設計をするものと
する。

耐震性能 

陸閘は、治水上重要な施設と位置づけ、レベル１地震動に対しては耐震性能１を確保し、レベル

２地震動に対しては耐震性能２を確保する。

解説 

レベル１津波堤防区間においては、設置される堤防がレベル２地震動を想定外力とした耐震性

能を有することとなるため、同区間に設置する陸閘についても同様の耐震性能照査を行うことと

する。

レベル１地震動に対しては、すべての陸閘について、健全性を損なわない性能（耐震性能１）を

有していることが必要である。

レベル２地震動に対しては、地震後において想定する津波水位に対して陸閘としての機能を保

持する性能（耐震性能２）を有していることが必要である。
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耐震性能照査の手法と項目 

耐震性能照査の手法は、以下のとおりとする。

レベル１地震動においては、震度法に基づき行う。

レベル２地震動においては、地震時保有水平耐力法に基づき行う。

耐震性能照査の項目は、耐震性能に応じて次のように設定する。

表 6.5.1 耐震性能照査の項目と耐震性能毎の許容値 

項目
レベル１地震動

（耐震性能 1）
レベル２地震動

（耐震性能 2）

門柱

・門柱に生じる応力度が許容

応力度以下であること。

・地震時保有水平耐力が、作用する慣性力を下回らないこと。

・残留変位が、ゲートの開閉性から決定される許容残留変位以

下であること。

基礎

・基礎に生じる応力度が許容

応力度以下であること。

・支持、転倒及び滑動に対し

て安定であること。

・基礎の変位が許容変位以下

であること。

・原則として、地震時に降伏に達しないこと。

・水平震度に対して十分大きな地震時保有水平耐力を有してい

る場合、又は、液状化の影響がある場合等のやむを得ない場

合には、基礎に塑性化が起きることを考慮しても良い。この

場合には、基礎の応答塑性率及び応答変位が、それぞれ許容

塑性率及び許容変位以下となること。

・液状化が生じると判定された場合には、液状化が生じないと

きの照査も行い、いずれか厳しい方の結果を用いること。

ゲート

・部材に生じる応力度が許容

応力度以下であること。

・残留変位が、ゲートの開閉性から決定される許容残留変位以

下であること。（原則として、部材に生じる応力度が許容応

力度以下であることを照査しても良い。）

底版

・曲げモーメント、せん断力

及び押し抜きせん断力に対

して必要な部材厚を有する

こと。

・曲げモーメント、せん断力及び押し抜きせん断力に対して必

要な部材厚を有すること。

解説 

陸閘の耐震性能照査方法については、「地震時保有水平耐力法に基づく水門・堰の耐震性能照査

に関する計算例 平成 20年 3月」を参考としてよい。

「河川構造物の耐震性能照査指針・解説 Ⅳ.水門・樋門及び堰編 平成 24年 2月」による。

6.6 景観への配慮 

「宮城県沿岸域河口部・海岸施設復旧における環境等への配慮の手引き 平成 24年 3月」を参考に、
景観・環境・利用に関する配慮を行うこと。
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